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新年のご挨拶 
第 59 期 信州大学教職員組合  

中央執行委員長 渡辺真志 

新年、明けましておめでとうございます。今年も宜しくお願い致します。・・・と、年賀状

のような、ありきたりの書き出しですみません。過去の「組合そくほう」を参考にして無難

なことを書いておけばいいか・・・と軽く考えていたのですが、過去のものを調べたところ、

歴代の委員長は組合活動をしっかり理解し、力強い文章を書いていたことを知りました。私

には無理ですので、最近思うことを簡単に書くだけでお許し願います。 

１１月と１２月に団体交渉がありました。非常勤職員の待遇改善については、大きな前進

があったと思います。大学側も我々労働者のことを（意外と？！）良く考えているんだなぁ

というのが、私の（委員長と言う立場を離れての）個人的な感想でしたが、組合からも色々

と意見や質問を言い、有意義な団体交渉であったと思います。 

ところで、組合の存在意義とは何だろう？という漠然とした疑問をお持ちの方は少なから

ずいると思います（実は私もそうです）。ですが、逆に組合が無かったらどうなるかと考える

と、やっぱり必要なのだという気が、最近はしています。もし、団体交渉など、労働者側から

意見を言ったり疑問をぶつけたりする機会が無かったら、大学側も「何が問題なのか」を気

付かないままになってしまいます。団体交渉では、

たとえ組合の意見が聞き入れられなかったとして

も、大学側に問題点を気付かせるという効果はあ

るように思います。 

一方、我々、組合執行部の方でも、各職場にどの

ような問題があるのか、十分には把握できていな

いように思います。組合員の皆様から遠慮なく、自

由に意見等お寄せ頂けると有り難いと思いますの

で、今後とも宜しくお願い申し上げます。 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 
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大学教員の「働き方改革」に関する声明 

2020年 1月 6日 

全国大学高専教職員組合中央執行委員会 

 長時間労働の是正などを目的とした「働き方改革」が実施され、そのなかで、労働時間の状況

の把握や、時間外労働の取り扱いが厳格化されつつある。しかしながら、これらの規制が大学教

員の労働時間の自由な設計と相いれない面があるとして、大学教員の働き方への法規制に関して

議論が起こっている。 

大学教員の主たる職務の一つである研究は創造的な活動であり、大学教員が自由な意思に基づ

いて活動できるよう、労働時間に関しても大学教員が自由に設計できることが望ましいことは当

然である。しかしながら、国立大学の経営の実態やその下で大学教員が置かれている現状を踏ま

えれば、留意すべき点があり、労働時間の自由な設計のみを主張する意見には慎重にならざるを

得ない。 

近年、大学の業務のうち、学生教育とそれぞれの大学のミッションに沿った全学的な取り組み

の比重が増大している。その中で、大学教員が行う業務も、授業や授業準備、学生対応等の教育

業務と、大学の組織的業務にかかわる会議や資料作成、入試業務等といった、研究活動以外の非

裁量的業務が増大している。 

文科省が実施した「平成 30年度大学等におけるフルタイム換算データに関する調査」によると、

大学教員の勤務時間に占める研究活動時間の割合は平均で 32.9%であり、講師以上の専門業務型

裁量労働制の適用条件である最低研究活動時間である 5割をはるかに下回っている。 

専門業務型裁量労働制の適用をうける研究者が、みなし労働時間をはるかに超えて深夜・休日

にも研究活動を行っている背景には、「労働時間を自由に使いたい」というニーズ以前に、こうい

った非裁量的業務の増大により、深夜・休日に研究活動を行わざるをえない、という面が大きい

ことを看過すべきではない。教員が自由な発想に基づく研究を行うことができる時間を確保する

ためには、大学の業務を整理し、非裁量的業務を縮減する等の改善を行うことこそ、最優先で求

められている。 

大学教員の研究活動には、所属する大学の業務と不可分な研究と、研究者としての成長を目的

とした面が強い自己研鑽的な研究とがある。大学という機関は大学教職員の働きにより成り立っ

ており、大学の業務と不可分な研究に関する時間に対しては、非裁量的な業務と位置付けられ、

適正かつ相応の対価の支払いが行われるべきである。厚生労働省が病院に勤務する医師の自己研

鑽について行なった通達を参考にすれば、少なくとも、所属する大学の業務と不可分な研究や、

行わなければ制裁がなされたり低評価につながったりするような研究は、非裁量的な、あるいは

それに近い業務であるから、それらが深夜・休日に行われた場合には割増賃金の対象と整理すべ

きであるし、逆に非裁量的業務を適正な範囲にさえ抑えておけば、それによって自由な研究を阻

害するような心配はない。 

この問題に関しては、大学教員への「高度プロフェッショナル制度」の拡大など、労働時間の

規制を緩和する方向での検討を主張する声もある。しかし、非裁量的業務が増加する一方である

大学教員の働き方の実態を踏まえずに、労働時間の規制を緩和することは、対価の支払いが伴わ

ない「働かせ方」をますます強めることになりかねないのは、大学に限らない原理であろう。 

労働時間規制の緩和よりも、大学の業務自体の精選と、大学教員の業務の内訳の整理を行うと

ともに、教育研究を支える教職員の増員やそれを保障する基礎的な運営費交付金の増額を行うこ

となどが、大学教員の自由な学術研究活動の充実と健康確保を両立させるためには必要なのであ

る。 

 

※全大教中央執行委員会から発表された「大学教員の「働き方改革」に関する声明」です。 


